
世界標準を目指す世界標準を目指す
ソフトウェアのソフトウェアの
開発支援技術開発支援技術

戦略重点科学技術（６）

戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術
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施策名： 情報基盤戦略活用プログラム（うち ｅ-サイエンス実現のためのシステム
統合・連携ソフトウェアの研究開発） 【文部科学省】

○広範な分野で大型コンピュータの活用は不可
欠な研究手段となってきており、コンピュータの
専門家ではない研究者に、大規模なコンピュー
タを容易に利用できる環境を提供することが、競
争力強化に向けて非常に重要である。
○このため、全国に分散する様々なコンピュータ
を、そのニーズに応じてシームレスに利活用す
ることを可能とするための、
（１） 様々なコンピュータにおいて、プログラムを
改変せずに各コンピュータで最適に実行する
ためのコンパイラ等のシステムソフトウェア

（２）PCクラスタやスーパーコンピュータ等の間で、
データ共有やコンピュータの効率的な活用等
を可能とするグリッドソフトウェア

を開発する。
e-サイエンス基盤の構築

平成２２年度対象予算： ３０９百万円

（平成２１年度対象予算： ３０４百万円）

実施期間： 平成２０～２３年度

（予算総額： １, ３２２百万円）

PCクラスタ等

大学・研究
機関等の
スーパー
コンピュータ

次世代スーパー
コンピュータ

計算資源
利用技術

アプリケーション
開発技術

PCクラスタ等の効率的活用等
を可能とするグリッド
ソフトウェアの研究開発

ア
プ
リケ
ー
シ
ョン
開
発
を
効
率
化
し

移
行
を
容
易
化
す
る
シ
ス
テ
ム
ソフ
ト

ウ
ェア
の
研
究
開
発



戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

施策名： 高信頼ソフトウェアの技術開発プログラム 【文部科学省】
（平成１９～２０年度： ソフトウェア構築状況の可視化技術の開発普及）
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平成２２年度対象予算： ５４０百万円

（平成２１年度対象予算： ５４０百万円）

実施期間： 平成１５～２２年度

（予算総額： ６,０００百万円）

戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

施策名： オープンソフトウェア利用促進事業 【経済産業省】

○誰もが利用できる標準ソフトウェ
ア(オープンソフトウェア）の利用
を促進するため、以下の取組を行う。
・政府や自治体などが情報システ
ムの調達を行う際に参照すべき技術
的なガイドライン（技術参照モデ
ル：ＴＲＭ）の策定・普及
・ソフトウェアの相互運用性・信
頼性の評価・認定 等

○本事業により、オープンな標準の
導入を促進。ITシステムの調達コス
ト削減、開発効率の向上及び市場に
おける健全な競争環境の構築を図る。

オープンな標準の活用の促進（ＴＲＭ策定等）

平成19年度 平成20年度
平成21年度

以降

ガイドブックの
策定

調達仕様書の
記載例、オープ
ンな標準に関
する技術標準
リストの提示

オープンな標準
の評価基準・評
価スキームの
整備

これらの

普及・啓発

CIO補佐官連絡会議での啓発、
調達担当者向け研修で活用

オープンな標準、
スキームの整備

「情報システム
に係る相互運
用性フレーム
ワーク」策定

「情報システ
ム調達のため
の技術参照モ
デル（ＴＲＭ）
20年度版」策

定

「情報システ
ム調達のた
めの技術参
照モデル（Ｔ
ＲＭ）21年度
版」策定予定

○ソフトウェアは、年々大規模化、複雑化してお
り、バグ等の原因追跡が困難となっているととも
に、その不具合による社会的な混乱を低減する
必要がある。
○そのため、ソフトウェアが適正な手順で構築さ
れているかを把握可能にするため、ソフトウェア
の構築状況のデータを収集し、「ソフトウェアタ
グ」として製品に添付して発注者に提供するた
めの技術を世界に先駆けて開発する。
これにより、ソフトウェアに対するトレーサビリ
ティの概念を普及させ、デファクトスタンダードと
して打ちだし、世界最高水準の安心・安全なIT
社会を実現する。

１．発注

２．構築

構築状況データの自動収集

３．タグ化

構築データ

暗号化
データ公開データ

ソフトウェア
タグ

４．納品・検収

ソフトウェア製品
５．監査

復号された
構築データ

発注者

開発者

監査人

１．発注

２．構築

構築状況データの自動収集

３．タグ化

構築データ

暗号化
データ公開データ

ソフトウェア
タグ

４．納品・検収

ソフトウェア製品
５．監査

復号された
構築データ

発注者

開発者

監査人

ソフトウェア構築状況の可視化の概念

研究・開発のロードマップ

実証的ソフトウェア工学

H19/4 H20/4 H21/4 H22/4 H23/4 H24/4

ソフトウェア

トレーサビリティ

概念形成

技術者の育成

の設計

ソフトウェア
タグ化技術

ソフトウェア

監査技術

構築データ
収集・分析技術

構築データ

共有技術

普及・標準化活動

実証的ソフトウェア工学

ソフトウェア
タグ規格化

ソフトウェア

トレーサビリティ

システム仕様化

技術者の育成

ソフトウェア
タグの設計

ソフトウェアタグ
生成技術の開発

ソフトウェアタグ

監査技術の開発

構築データ
収集・分析技術

構築データ

共有技術

法的問題検討・啓発活動

平成２２年度対象予算： ９０百万円

（平成２１年度対象予算： ８５百万円）

実施期間： 平成１９～２３年度

（予算総額： ５６０百万円）



17

戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

施策名： システムエンジニアリング実践拠点 【経済産業省】

○ソフトウェア及びその周辺機能か
ら構成されるシステムの信頼性と開
発効率を向上させる実践的な工学的
手法（システムエンジニアリング手
法）の調査・開発等を行う。

○ IPAにおいて、以下の取組を行う。
・システムに関する標準的な信頼性向
上対策集やガイドラインの策定
・ガイドライン等の簡素化による中小企
業向けの普及
・欧米・アジアのシステムエンジニアリ
ング関係の公的機関との連携強化

平成２２年度対象予算： ８５４百万円

（平成２１年度対象予算：８５４百万円）
実施期間： 平成１６～２４年度

（予算総額： ６,８００百万円）

＜日本＞独立行政法人 情報処理推進機構
ｿﾌﾄｳｪｱ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰ（SEC）

体制：56名
予算：8.4億円（2009年度）

＜米国＞

ｶｰﾈｷﾞｰﾒﾛﾝ大学
ｿﾌﾄｳｪｱｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ研究
所（SEI）

＜韓国＞

韓国ｿﾌﾄｳｪｱ振興院
（KIPA）

韓国ｿﾌﾄｳｪｱ研究所
（KSI）

＜タイ＞

ﾀｲ国ｿﾌﾄｳｪｱ
産業推進機構
（SIPA）

・・・etc.

アジアを代表する拠点へ

三極のソフトウェアエンジニアリング
拠点の一角に

体制：約710名
予算：約100百万ドル
（約90億円）（2007年）
※政府関係から62％

＜独国＞

ﾌﾗｳﾝﾎｰﾌｧ協会
実験的ｿﾌﾄｳｪｱ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ研究所（IESE）

体制：約216名
予算：約10.4万ユーロ
（約13億円）（2008年）
※政府関係から67％

平成２２年度対象予算： ８６０百万円

（平成２２年度新規）

実施期間： 平成２２～２４年度

（予算総額： ６,３００百万円）

施策名： 次世代高信頼・省エネ型IT基盤技術開発・実証事業 【経済産業省】

○中小企業にとっても利便性の高い
ビジネス向け次世代ＩＴ基盤を構
築するため、クラウドコンピュー
ティングの信頼性・互換性及びエ
ネルギー効率を向上させる技術開
発・実証を行う。

○本事業により、クラウドコン
ピューティングの普及を促し、そ
れによりデータセンタへのサーバ
の集積化を促進する。合わせて、
更なる省エネを実現する。

戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

大型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
の時代

PCの時代→
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀの時代
→ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ

1990年代 現在

大型
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

･SaaS ITｱｳﾄ
ｿｰｼﾝｸﾞ
･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ

IT
システム

IT
システム

･
C･
･･
･̂
[･
l･
b･
g

･
C･
･･
･̂
[･
l･
b･
g

データ
センタ

端末

PC

PC

PC

PC

端末

端末

端末

端末

○ITの新たな潮流

○開発・実証を進める技術

必ず使える「可用性」、データが壊れ
ない「安全性・完全性」、データが漏れ
ない「セキュリティ」に関する技術。
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戦略重点科学技術（６） 世界標準を目指すソフトウェアの開発支援技術

施策名： 中小企業システム基盤開発環境整備事業 【経済産業省】

○中小企業でも信頼性・生産性の高
いシステム開発を行えるような開
発手法を標準化するとともに、高
信頼な組込みシステム（非競争領
域）の技術開発等を行う。

○この事業により、組込みシステム
の信頼性向上に加え、成果物を国
際標準として提案することにより、
中小企業の多い我が国組込みシス
テム関連産業の国際競争力強化を
目指す。

平成２２年度対象予算： ７３３百万円
（平成２２年度新規）

実施期間： 平成２２～２４年度

（予算総額： ５,５００百万円） 組込みソフトウェアメーカー
（中小企業等）

自動車メーカー
家電メーカー
産業機械メーカー

コンソーシアム

マッチング

支援

共同開発により非競争領域を拡大させ、

・非競争領域における中小の組込みソフトウェア
企業の技術力・開発力を大手メーカー等とのマッ
チングにより向上させ、我が国ものづくり力を強
化。

・メーカー及びソフトウェアメーカーのリソース
を競争領域へと集中させることにより、産業競争
力を強化。

●システム開発において
標準化が可能な領域（非
競争領域）の共同開発

●大手メーカー等と中小
組込みソフトウェアメー
カーのマッチング

国


